（様式５－２）

	１．提案者の概要
・設立年月、本社所在地（※）、従業員数、主要事業概要について記載してください。
※都道府県・市町村を記載してください。
※いずれも、社名、代表者名、社員名、企業ロゴ、メールアドレス、その他社名のわかるものは一切表記を行わないこと。

２．業務実施体制
・人員体制、責任者、役割などを、明確に記載してください。なお、共同企業体の体制をとる場合には、代表企業以外についても記載してください。
※いずれも、社名、代表者名、社員名、企業ロゴ、メールアドレス、その他社名のわかるものは一切表記を行わないこと。

３．業務実績
・過去に、横浜市や国、地方自治体、または、それに準ずる団体のいずれかにより、類似業務（公共施設（学校・庁舎等の建物に限り、橋梁・トンネル・プラント等のインフラ施設を除く。）を対象とする維持保全計画等の策定に関する業務）を受注した実績について、委託事業名称、金額、時期、事業概要など、詳細を記載してください。







（様式５－３）

	４．提案内容（検討手法）等※Ａ４で４枚以内としてください。
・本市における学校施設の現状（学校数、都市条件、施工環境、物価・人件費上昇、財政
状況、横浜市立小・中学校施設の建替え等に関する基本方針（令和５年６月策定）で示す
学校施設の状況など）及び全国の自治体における一般的な課題等を踏まえた上で、下記の
４点について記載ください。

・本市における学校施設の現状をどのようにとらえているのか記載した上で、本業務の役割及び目指すべき効果など、実施方針について記載してください。

・業務説明資料に示す本業務の目的を踏まえ、①老朽化対策（建替え及び長寿命化改修）に要するコストの検証、②学校施設のライフサイクルコストの算定、③総コスト縮減を図るための事業スキーム及び老朽化対策手法の決定方法に関する提案について、実施手法を具体的に記載してください。

・本業務を踏まえて改定する長寿命化計画が今後の予算編成の基礎資料となることを踏ま
え、本業務において作成するデータ等に関し、作成手法と工夫する点を記載してください。

・学校施設の長寿命化に関する国及び他自治体の動向を踏まえ、本業務にどのように反映
するか、手法や考え方を記載してください。



